
地方分権改革推進委員会「中間的な取りまとめ」（概要） 平成１９年１１月１６日

○重点事項

①医療 ②生活保護 ③幼保一元化 ④義務教育 ⑤道路 ⑥河川 ⑦農業

○その他の主な事項

①福祉・保健 ②労働 ③子ども ④教育 ⑤住宅・都市

⑥交通 ⑦環境 ⑧農業 ⑨商工業 ⑩防災

○ 地方政府の確立の ・中央政府と対等・協力の関係に立つ地方政府の確立

ための権限移譲 ・抜本的な権限移譲、義務付け・枠付け、関与の見直し

○ 完全自治体の実現 ・自治行政権、自治立法権、自治財政権の確立

○ 行政の総合性の確保 ・住民に身近な基礎自治体への権限移譲の推進

・広域連携による「自立と連帯」の推進

○ 地方活性化 ・地域経済基盤の強化と民主導による地域再生

○ 自治を担う能力の向上 ・住民・首長・議会の意識改革、職員の資質向上

① 義務付け・枠付け、関与の見直し

国による義務付け・枠付け（執行方法等）、関与（協議、同意等）の徹底した廃止縮小

② 条例制定権の拡大 ①に合わせて法令を条例で「上書き」する範囲を拡大

③ 新たな義務付け・枠付け、関与についてのチェックシステム

④ 都道府県から市町村への権限移譲の法制化
条例による事務処理の特例制度（平成11年創設）の活用実績を積極的に評価

① 国と地方の財政関係

② 地域間財政力格差の是正

③ 社会資本整備に関する

財政負担

④ 国庫補助負担金改革

⑤ 財政規律

① 広域連携の拡充

② 大都市制度のあり方

③地方支分部局等の見直し

過疎化する中心市街地や地域集落の再生への道筋「地方が主役の国づくり」に向けた取組み

法制的な仕組みの見直し等

個別の行政分野・事務事業の抜本的見直し・検討

地方分権改革と地域の再生

税財政

分権型社会への転換に向けた行政体制
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・補助金、交付税、税源移譲を含む税源配分

等の一体的な改革を検討

・税源偏在の是正方策を①と一体的に検討

・地方の自主性を阻害する補助金等の見直し

・財産処分に係る補助金返還要件の見直し

・財政運営の透明性確保と自己規律の徹底

・市町村が単独では担えない事務事業について
選択肢としての広域連合等

・広域的な圏域の規模、能力にふさわしい役割
を担うためのあり方の検討

・実態調査結果等を踏まえ、今後、本格的見直し

年度末

＜勧告に向けて検討の方向性を示す「羅針盤」＞

・補助対象事業の限定など、国と地方の役割
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個別の行政分野・事務事業の抜本的見直し・検討等

①医療

・地域医療計画等における都道府県の権限と責任を強化

・国民健康保険における運営の広域化等

②生活保護

・制度全般について総合的、抜本的に改革

③幼保一元化

・認定こども園制度の施行後５年の見直しを前倒し

・幼保一元化のため、省の枠組みを越えて抜本的制度改革

④義務教育

・教職員人事権を市町村に移譲、給与負担のあり方を見直し

・学級編制や教職員定数に関する市町村の権限と責任を拡大

⑤道路

・直轄国道の新設改良を除く維持管理権限を都道府県に移譲

⑥河川

・都道府県内完結河川の管理権限を都道府県に移譲

⑦農業

・農地転用許可権限を都道府県に移譲

①福祉・保健

②労働

③子ども

④教育

⑤住宅・都市

⑥交通

⑦環境

⑧農業

⑨商工業

⑩防災

重点事項 その他の主な事項

・福祉施設の設置基準の見直し、保健所長の医師
資格要件の廃止

・放課後児童対策事業の一本化

・無料職業紹介事業等の移譲を地方支分部局のあり方
とともに引き続き検討

・教育委員会制度のあり方

・公営住宅の基準・要件の見直し

・都市計画に関する国への協議、同意の廃止・縮小等

・港湾管理への関与、空港の管理主体の見直し

・自家用有償運送（過疎バス等）の規制緩和

・地方支分部局の事務とそのあり方につき引き続き検討

・農業委員会の必置規制の見直し

・中小・ベンチャー企業への国の直接支援の廃止・縮小等

・迅速な災害対応・復旧のための制度の見直し

○ 転用・譲渡等における用途や相手先についての制約の撤廃

○ 処分制限期間についてさらなる短縮化

財産処分に係る補助金返還要件の抜本的な見直し

所管府省においても早急に検討に着手し、具体的な改革案を取りまとめるよう要請
当面年度末を目途に検討結果の報告を依頼


